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資料１
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（１）将来の事業環境について
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※今回の経営改善戦略の計画期間は令和7年度から令和16年度までの10年間ですが、
将来⾒通しについては⻑期で⾒たほうがより傾向がわかるので、令和27年度まで
をグラフ化してあります。



１.行政人口の将来推移
国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）が発表した「日本
の地域別将来推計人口（令和5（2023）年推計）」による燕市の将来推計値は以
下のとおりです。
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２.処理区域内人口・水洗化人口の将来推移

年度
項目 R 5 R 6 R 7 R 8 R 9 R 10

整備面積（ha） 8.4 37.3 37.3 37.3 37.3 37.3
処理区域内人口増加（人） 346 1,174 1,163 1,122 1,109 1,097

未普及対策事業の進捗予定

【公共下水道】令和10年度までは、未普及対策の新規整備により処理区域内人口、
水洗化人口は増加しますが、その後は行政人口の減少に応じて減少します。

行政人口の減少率と未普及対
策事業による処理区域内人口
の増加分を加味して算定。
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【特定環境保全公共下水道】新規整備がなく、行政人口に応じて減少します。
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【水洗化率の将来予測】
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公共下水道は未普及対策を推進中であり水洗化率も増加傾向で、令和４年度で約
74％です。将来的にすべての世帯が水洗化すると仮定して、実績の水洗化率から
将来的に100％となる曲線式を作成し算定しています。
特定環境保全公共下水道は、新規整備が無く人口減少等に応答して変化し、令和
3年度で約92.5％です。将来予測値は、令和3年度実績値を基に算定しています。

水洗化率の実績の推移

項目 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

公共下水道 69.68％ 70.16％ 70.84％ 71.44％ 72.59％ 73.79％ 73.84％ 74.08％

特定環境保全公共下水道 − 80.98％ 81.73％ 85.16％ 88.78％ 90.97％ 92.52％ 86.57％
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３.有収水量の将来予測
有収水量、使用料収入ともに公共下水道が占める割合が大きく、未普及対策の推
進とともに令和10年度をピークに増加傾向、その後は減少し、令和27年度に令
和6年度と同等の水準になります。
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４.使用料収入の将来予測
使用料収入は、未普及対策により水洗化人口の増加に応じて増加しますが、人口
減少の影響により令和10年度以降は減少し、令和27年度に令和6年度と同等の水
準になります。
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【耐用年数満了管路延⻑】令和29年度以降、耐用年数を満了する管路の延⻑が増
加する傾向です。当面は毎年度1.0〜2.0㎞/年程度の改築需要となります。
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【耐用年数満了下水終末処理場機器・施設】令和22年度までに主要な機器等が耐
用年数を満了します。特に令和8年度、19年度に多くの機器等が⼀⻫に耐用年数
を満了します。当面は、下水終末処理場の老朽化対策が主要施策となります。

５.耐用年数満了資産の将来推移

管路施設は大部分が土木施設であ
り、標準耐用年数50年の資産が多
く、改築量のピークは比較的後年
となる。

処理場施設は土木、建築、機械、電気の施
設・設備で構成されている。機械・電気設備
は、標準耐用年数が20年程度と短く、これら
の改築のほとんどが令和7〜22年度となる。
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（２）今後の投資計画、財源試算について
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【管路】令和10年度までは、未普及対策事業費が大きなウェイトを占めます。令和11年度以降は未普及対策事業費は
1/5程度となります。老朽化対策は0.5〜1.4億円／年程度で、老朽化対策需要が本格化しない状況です。
【処理場】老朽化対策事業費は、年度によりバラツキがありますが、令和11年度、12年度に22〜30億円程度の事業と
なり、今後の主要事業となります。
【ポンプ場】建設工事の時期により事業費を計上します。

１.将来の投資計画

各事業費を億円単位で丸めて表記しているため、
次節の財源額の合計と合致していません。
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国庫補助金
（国の補助金）

企業債
（燕市が借入れる借金）

受益者負担金

企業債
（燕市が借入れる借金）

受益者負担金

補助事業 単独事業

将来返さないと
いけないお金

【下水道事業の財源モデル】
２.財源の試算について

その他 その他
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【財源計画】

各財源金額を億円単位で丸めて表記しているため、
前節の事業費の合計と合致していません。
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企業債は燕市が借入れるお金。経営戦略期間中の投資計画において借入れる企業債を含めた将
来償還額は、減少する⾒込みです。

【企業債償還額の試算】

既借入分は、令和4年度までに借入したもので、
将来借入分は、令和5年度以降に借入するものです。
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下水道事業は地方公共団体が行うものですが、その建設には多額の費用が必要であり、
また下水道を緊急に整備することは国家的⾒地から⾒ても非常に重要であるとの考えか
ら、 下水道を建設する地方公共団体に対して国が補助を行っています。

公共下水道が整備されると、公衆衛生の向上、生活環境の改善が図られるなどして、そ
の土地の利用価値も増進されます。下水道整備の直接利益を受ける方（受益者）に、下
水道建設費の⼀部を負担していただき、より⼀層の整備推進を図ろうとすることを目的
としたものが、受益者負担金制度です。

【国庫補助金】

【受益者負担金】
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３.他会計からの負担金・補助金
経営戦略期間中の他会計（⼀般会計）からの負担金・補助金

⇒経営戦略期間中に、
他会計負担金（公費による負担が認められているもの） 約6.4〜7.1億円/年
他会計補助金（不足財源補填のため公費から繰出してもらうもの） 約1.1〜1.6億円/年
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４.将来の財政収支見通し
経営戦略期間中に下水道使用料改定を行わないケースで試算

⇒使用料収入 ：令和10年度以降は減少傾向を示す。
企業債償還金：微減傾向を示す。
当期純利益 ：令和11年度以降は赤字が継続する。
資金残高 ：令和18年度以降は資金不足となり、事業継続が困難となる。

⇒使用料改定作業も時間を要すため、経営戦略期間中を含めた使用料改定検討が必要。

※将来⾒通しについては⻑期で⾒たほうがより傾向がわかるので、令和27年度までをグラフ化してあります。
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【当期純利益】
当期純利益は、1年間の事業活動で得られた利益（下水道使用料等）から、施設の維持管
理費や職員の人件費等の経費や税金を引いた金額を指します。
当期純利益がプラスであれば⿊字になり、当期純利益がマイナスの場合は当期純利益で
はなく当期純損失といい赤字の状態を指します。
当期純利益は経営状況を⾒るために重要な指標ですが、計算する際に、非現金支出、非
現金収入を含むため、赤字になった場合にすぐに経営破綻するわけではありません。

【資金残高】
資金残高は、事業会計における手持ち現金の程度を示す指標です。先に説明した当期純
利益がマイナスであっても、手持ち現金で補填できれば経営上、破綻する等は生じませ
ん。資金残高は、非常時における使用料収入の⻑期的な未収、突発的な事故による下水
道施設の手当等を行う場合に、ある程度の水準を確保しておく必要があります。その水
準は、事業体により異なりますので、燕市の下水道事業として、保有しておくべき資金
残高を明確にし、それに向けた取組みが必要になってきます。
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（３）使用料適正化の必要性について
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１.全国的な下水道事業の運営状況

国土交通省HPより

下水道事業は、全国的に⾒ても経費回収率の平均が100％を下回っており、下水道使用料
収入における独立採算制での事業運営が行えていません。

2012             2013             2014             2015             2016             2017             2018             2019  2020             2021             
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２.下水道事業会計の現状に対する関連省庁の反応
財政制度等審議会財政制度分科会（平成29年5月10日）
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財政制度等審議会財政制度分科会（平成30年4月25日）
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３.下水道事業における国の支援制度
社会資本整備総合交付金 交付要件
○使用料改定の必要性の検討に係る要件化

公営企業会計の導入済みの地方公共団体について、令和 2 年度以降、少なくとも５年
に１回の頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を行い、経費回収率の向上
に向けたロードマップ（概ね１０年程度での段階的な使用料適正化や経営改善等の具体
的取組、実施予定時期及び業績目標を記載（有識者等の意⾒を聴いて策定されたも
の））を策定し、国土交通省へ提出するとともに、検証結果を公表していること。

下水道事業における重点配分
①経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。
②令和7年度以降、供用開始後30年以上経過しているにも関わらず、使用料単価が150円/
㎥未満であり、かつ経費回収率が80％未満であり、かつ15年以上使用料改定を行ってい
ない場合
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４.費用負担の公平性の確保
【下水道利用の可否に関連する費用負担の公平性】

【世代間の費用負担に関連する公平性】

下水道事業の財源不足分を⼀般会計からの補助金で賄う場合、下水道施設利用の便益を
受けない市⺠の税金の⼀部が下水道事業の運営財源として使用されています。下水道事
業は公共用水域の水質保全等の公共性の側面を持ちますが、費用負担の公平性を担保す
るためにも、第⼀に使用料改定の検討を行い、受益者で負担可能な範囲を負担し、それ
でも賄えない費用については公費負担を考えるのが適切です。

下水道使用料対象経費には、減価償却費、企業債利息が含まれます。これらの費用は過
年度に取得した資産に関するものであり、資産使用期間にわたり発生します。現状⼀般
会計からの補助金により賄っており、使用料改定を将来に先送りする場合、これらの費
用の負担に関する世代間の公平性が確保できない可能性がある。今負担すべき費用につ
いて、今の受益者で負担可能な範囲負担し、それでも賄えない費用については公費負担
を考えるのが適切です。
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（４）経営目標の設定について
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１.下水道事業の課題【第１回委員会資料より】

➊経費回収率向上への取組み
経費回収率が100％を下回っているため、適正な使用料の確保及び汚水処理費の抑制な

ど、経費回収率向上に向けた取組みが必要。

❷施設利用率向上への取組み
施設利用率が低く、施設規模が過大となっている状況であるため、下水道整備の早期概

成や、他施設との共同化等の取組みが必要。

❸水洗化率及び有収率向上への取組み
特に公共下水道で全国平均、類型平均、県内事業体と比較して低いため、下水道への接

続率向上などの取組みが必要。

➍下水道使用料の適正化
⼀般家庭の1か月あたりの使用料収入が全国平均、類型平均、県内事業体と比較して低い

ため、適正な使用料の検討が必要。

❺下水道施設の老朽化への対応
ストックマネジメント計画に基づく計画的・効率的な更新を実施していく必要があると

ともに、省エネを踏まえた設備導入の検討が必要。
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経費回収率 公共下水道

特定環境保全公共下水道

使用料で回収すべき経費
を、どの程度使用料で賄えて
いるかを表した指標であり、
使用料水準等を評価すること
が可能。

当該指標は100％以上であ
ることが必要。

数値が 100％を下回ってい
る場合、汚水処理に係る費用
が使用料以外の収入により賄
われていることを意味するた
め、適正な使用料収入の確保
及び汚水処理費の削減が必要。

出典：令和3年度経営比較分析表 総務省
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※類似団体とは、処理区域内人口、処理区
域内人口密度、及び供用開始後年数により
全国の市町村を23の類型に分類した結果、
当該団体と同じ類型に属する団体をいいま
す。
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施設利用率 公共下水道

特定環境保全公共下水道

施設・設備が⼀日に対応
可能な処理能力に対する、⼀
日平均処理水量の割合であり、
施設の利用状況や適正規模を
判断する指標である。

当該指標については、明確
な数値基準はないと考えられ
るが、⼀般的には高い数値で
あることが望まれる。

出典：令和3年度経営比較分析表 総務省
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燕市、五泉市、阿賀野市、胎内市は処理場を有していないため0％である。
小千谷市、加茂市、⾒附市は特環なし
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水洗化率 公共下水道

特定環境保全公共下水道

現在下水道処理区域内人
口のうち、実際に下水道を使
用して汚水処理している人口
の割合を表した指標である。

当該指標については、公共
用水域の水質保全や、使用料
収入の増加等の観点から
100％となっていることが望
ましい。

⼀般的に数値が 100％未満で
ある場合には、汚水処理が適
切に行われておらず、水質保
全の観点から問題が生じる可
能性があることや、使用料収
入を図るため、水洗化率向上
の取組が必要。

出典：令和3年度経営比較分析表 総務省
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有収率 公共下水道

特定環境保全公共下水道

処理した汚水のうち、使
用料徴収の対象となる有収水
の割合を示す。

ただし、公共下水道では、合
流（汚水と雨水同⼀系統）区
域があるため、年間の降水量
等に、大きく影響されること
から、⼀概に比較は難しい。

出典：令和3年度経営比較分析表 総務省
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1か月20㎥当たり
家庭料金

公共下水道

特定環境保全公共下水道

⼀般家庭において 1 か月
あたり 20 ㎥使用した場合に
下水道使用料として徴収され
る金額を示す。

総務省が定める基準値※を
下回っている。また、県平均、
他市と比較しても低い状況で
ある。

出典：令和3年度経営比較分析表 総務省
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※≪ 総務省 ≫
下水道事業における使用料回収対象

経費に対する地方財政措置については、
最低限行うべき経営努力として、使用
料徴収 月3,000円/20㎥を前提として行
われている。

総務省
基準値

総務省
基準値
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２.経営目標の項目設定（案）
第１回委員会で示した下水道事業経営の現状分析、今後実施する財政シミュレーション
の結果を踏まえて具体的な目標値を設定していきます。
経営目標の項目は、次のとおり設定したいと考えます。
・下水道事業経営の現状分析の結果、他都市との相対評価等の結果、燕市下水道事業に
おける弱みであり、改善すべき指標【経費回収率、水洗化率、下水道使用料単価】
・公営企業として健全な経営を行うための指標【当期純利益、資金残高】
・補助的な財源の使用の程度をはかる指標【他会計補助金】

項目 現状（令和4年度決算） 目標値
R11年度時点 R16年度時点

経費回収率 61.65％

水洗化率 74.17％

下水道使用料単価 公共：99円 特環：150円

当期純利益 179,611,111円

資金残高 430,445,107円

他会計補助金 305,846,055円

今後財政シミュレーションを
複数ケース実施し、具体的な
目標値を検討していただきま
す。
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今後、経営改善の取り組みなどの検討をしていただき、現在策定中のストックマネジメ
ント計画等を反映した投資財政計画などを⾒ながら、次の財政収支⾒通しの試算条件を
設定して、将来の状況をシミュレーションし、最適な施策を選定していきたいと考えて
います。試算は次に示す4ケースを想定していますが必要に応じてケース数を増加させ
ます。

ケース１：経営戦略期間中に下水道使用料改定を行い、当期純利益、資金残高を
プラスとする。他会計補助金は現状程度とする。

ケース２：経営戦略期間中に下水道使用料改定を行い、当期純利益、資金残高を
プラスとする。他会計補助金はゼロとする。

ケース３：使用料改定は行わずに、当期純利益、資金残高不足分は他会計補助金
を増額して補う。

ケース４：当期純利益、資金残高の目標値を設定して、それに向けて経営戦略期
間中に下水道使用料改定を行う。他会計補助金は現状程度とする。

３.財政シミュレーションについて
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